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「補助対象施設と契約した月ぎめの基本保育料（延長保育料などは除く）」と「62,000 円（当補助制度月額補助限

度額）」を比べ、低い方の額を限度額とする。

０～２歳児クラス住民税非課税世帯の方は、当補助金とは別に、施設等利用費 42,000 円の給付を受けることが

できます。

※当補助金の申請とともに、施設等利用費の請求も必要です。

Ａ－Ｂ＝補助金月額（1,000 円未満切り捨て）

【算定例１】認可外保育施設の月ぎめ保育料が 70,000 円の場合（月額）

【算定例２】認可外保育施設の月ぎめ保育料が 60,000 円の場合（月額）

１．補助限度額を計算する…Ａ

２．施設等利用費の金額を調べる…Ｂ

３．ＡとＢの差額を計算し 1,000 円未満を切り捨てる

算定例

※住民税課税世帯の方は P.6 へ

補助金額の計算方法（住民税非課税世帯の場合）

認可外保育料

７０，０００円
施設等利用費

４２，０００円

保護者補助金

２０，０００円

（千円未満切捨）

施設等利用費

４２，０００円

０円

合計補助金額

６２，０００円

認可外保育料７０，０００円

補助限度額６２，０００円

施設等利用費４２，０００円

認可外保育料

６０，０００円

施設等利用費

４２，０００円

保護者補助金

１８，０００円

（千円未満切捨）

施設等利用費

４２，０００円

０円

合計補助金額

６０，０００円

補助限度額６２，０００円

認可外保育料６０，０００円

施設等利用費４２，０００円


